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    海岸保全施設補修事業の実施及び運用について（通知）

                     このことについて、別紙のとおり運輸省港湾局長から通知がありました。
　ついては、今後の業務を適正に処理してください。

                                                       港 海 第 250 号
                                                       平成10年４月１日

鳥取県知事　殿
            運輸省港湾局長

         海岸保全施設補修事業の実施について

                  　 標記については、昭和54年度から補助制度が創設され事業が実施されているが、今般、事業の採択
基準等を明確化するため別紙のとおり海岸保全施設補修事業実施要綱を定めたので通知する。
　なお、貴管内の関係市町村については貴職より周知方取り図られたい。

海岸保全施設補修事業実施要綱

１．事業の目的
　 海岸保全施設補修事業は、老朽化等により著しく機能が低下した海岸保全施設の補修を行い既存の 
施設を当初に計画した能力まで回復させ、災害の発生を未然に防止することを目的とする。

２．事業の性格
　 地方財政法（昭和23年法律第109号）第16条に基づく予算補助事業である。

３．事業の採択方針
　 本事業は、次の条件を具備するものについて採択する。
（１）海岸管理者が管理する海岸保全施設で、次に掲げる海岸保全施設の補修事業であること。
　①　堤防、護岸
　②　離岸堤、突堤、根固、消波工等
　③　水門、樋門、排水機場等
　④　その他の附帯設備

（２）１件あたりの事業費は都道府県が行うものにあっては、3，000万円以上、市町村が行うものに
あっては、1，500万円以上のもの。

４．事業主体
　本事業の事業主体は、地方公共団体とする。

５．国の補助
　国は海岸保全施設の補修に必要な事業費に対して、その1／3を補助する。



                                                       港 海 第 250 号
                                                       平成10年４月１日

鳥取県土木部長　殿
            運輸省港湾局海岸・防災課長

    「海岸保全施設補修事業実施要綱」の運用について

                   　平成10年４月１日付け港海第250号で「海岸保全施設補修事業実施要綱」を制定したところである
が、同要綱の実施にあたり別紙のとおり、定めたのでこれによられたい。
　なお、貴管内の関係市町村については貴職より周知方取り図られたい。

「海岸保全施設補修事業実施要綱」の運用について

１．定　義
（１）要綱第1．事業の目的にある「老朽化等により著しく機能が低下した海岸保全施設」とは、施

設が新設されてから年月が経過し、その間施設としての効用を果たしてきたこと等により、新設
当時有していた機能が経年的に低下した海岸保全施設をいう。したがって、異常な天然現象もし
くは人為により機能が低下、もしくは破損した海岸保全施設の機能を回復する事業は対象としな
い。また、施設の効用がなくなり改築する場合は対象としない。

（２）要綱第1．事業の目的にある「補修を行い既存の施設を当初に計画した能力まで回復させ」と
は、補修を行うことにより施設の機能をその施設が新設された時に有していた機能まで回復する
かもしくはそれに近づけるとともに、施設の効用が失われる時期を延長することをいう。
　したがって、施設の機能を維持するために行う土砂を排除する作業・排水機場等の単純な部品の
取替え作業（オーバーホールを行い施設の効用が失われる時期の延長に資する作業を除く。）及
び間詰めのみの作業等の維持管理的な作業及び水防のために行う水防作業は対象としない。また、
施設が新設時に有していた機能以上の機能まで回復する事業は原則として対象としない。

２．採択方針
　 要綱第３－（１）掲げる海岸保全施設の補修事業における採択工種は、別紙のとおりとする。



補修事業の採択工種


